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開発建設部営繕課においては、環境負荷低減対策の取り組みとして、環境配慮型官庁施設（グリー

ン庁舎）の整備、環境保全性に関する性能を向上させる改修（グリーン改修）を積極的に進めている。平

成23・24 年度に整備を行った新石垣航空基地においても、環境負荷低減対策として自然エネルギーの

利用のため、クールトレンチ・クールチューブ、太陽熱温水器を沖縄における官庁施設では初めて採用

した。その効果を検証するために、温湿度及び光熱使用量などの計測を実施したので報告する。 
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１． はじめに 
 
（１）今回、新石垣航空基地において、環境負荷低減

対策として、以下の２点の設備を設置している。 
１点目は、冷風設備の外気負荷低減のために採用し

たクールトレンチ・クールチューブ。一般的な全館空

調設備においては、温湿度、じん埃及び二酸化炭素濃

度などを設定値となるよう運転、制御を行い快適で安

全な空気環境を形成している。このとき、取り入れた

新鮮な外気とレタン空気を混合し、空気調和機で冷た

い空気を作って送風を行っているが、この新鮮な外気

は、外気温度の影響を受けて冷房にとって外気負荷と

なっている。クールトレンチ・クールチューブにより、

この外気負荷の低減を図っている。 
２点目は、給湯設備において、ガス燃焼により発生

する負荷の低減のために採用した太陽熱温水器。太陽

光に含まれる赤外線を熱として利用することでガス使

用量の低減を図っている。 
今回、各設備の整備内容及び検証結果について報告

を行う。 
 

（２）石垣航空基地庁舎の整備概要 

 

 

 

 

 

本施設は、第十一管区海上保安本部の管下組織として、

海洋秩序の維持、海難救助、海上災害の防止、海洋汚染・

交通の監視取締り安全確保などのほか、八重山・宮古方

面等周辺離島からの急患搬送を２４時間体制により遂行

する施設である。平成２５年３月の新空港移転開港に向

けて新石垣航空基地施設の移転整備を行った。 

 

２．クールトレンチ・クールチューブ 
 
クールトレンチ・クールチューブ概要及びシステム 

地中温度は外気温度に比べて、夏は低く、冬は高くなる。

また、深い所では、一年を通しほぼ一定の温度となる。今回、

未利用エネルギーである地中熱を利用するためにクールト

レンチ・クールチューブを採用した。図1に示すように、建物

に導入する外気を、庁舎 1 階床下（ピット）部を利用したクー

ルトレンチと格納庫地中部に敷設したクールチューブに通す

施 設 名  石垣航空基地 

所 在 地  沖縄県石垣市字盛山２２２－２８２ 

敷地面積 １５，１７２．３０㎡ 

規模・構造 鉄筋コンクリート造 地上３階 

延べ面積 ３，０１８．６７㎡ 

共用開始 平成２５年３月 

空調設備 空冷パッケージ形空気調和機、全熱交換換気扇ユニット 

給湯設備 太陽熱温水器＋ガス瞬間湯沸器 

 

写真１ 建物外観 

【施設概要】 



 

 

外気取り入れ口 

ことで、地中熱と熱交換が行われ、取り入れ外気温度を下げ

る。このことにより、熱負荷の低減及び、環境負荷の低減を図

った。 

 

図１ 地熱利用整備（クールトレンチ）概要 

(１) クールトレンチ・クールチューブ設置状況 

クールトレンチは直射日光や外気温度の影響を受けにく

い床下に設備配管を設置するトレンチ（ピット、約７ｍ×約２

１ｍ（7×3 スパン）×１．２５ｍ（高さ））を利用している。また、

クールチューブについては、格納庫床下部分の土中（ポリ

エチレン管（波付）φ５００、６４ｍ）に敷設している。図２にク

ールトレンチ・クールチューブ敷設概要図、写真２に同敷設

状況を示す。                     

 

 

 

（２）温度、湿度等の測定点 

クールトレンチ・クールチューブの有効性の検証は、取り

入れ外気の温湿度（図1 の①）及びＯＡ（Outdoor Air）ダクト

取り入れ外気温湿度（図 1 の②）の計測値を用いて行う。ま

た、外気温度、トレンチ内温度、チューブ内温度、地中温度

（内外）及び庁舎取り入れ外気温度それぞれの測定値の傾

向について比較を行う。 

 

３．効果 

当該施設では、航空機の運行の安全上、常時かなりの

頻度で航空機の定期及び緊急の整備を行っており、安

全で効率的な点検整備環境を実現するため、冷風（冷

房）設備の設置を行った。整備にあたっては、格納庫の

大空間を冷房するには、膨大なエネルギーが必要にな

るため、整備を行う作業箇所で１．０ｍ／ｓ程度の気流が

到達するように機種の選定を行い効果的に快適な作業

空間を確保することを目標とした。クールトレンチ及びク

ールチューブを経由して外気を取り入れることで外気温

度を下げ運転に係る外気負荷の低減を図った。冷房期

間の５月～１０月の取り入れ外気及び OA ダクト取り入れ

外気の温湿度の平均値から各月の空気の比エンタルピ

ーを求め、外気負荷を算定したところ、約４％程度の削

減が図れた。表１に外気の比エンタルピー及び外気負

荷を示す。また、クールトレンチ・クールチューブの温度か

ら取り入れ外気温度の低減が確認できた。屋外、格納庫内

の地中温度についても、外気温度にあまり影響されず一定

であることがわかった。図３に外気、トレンチ、地中温度の

時間変動を示す。 

 

 

 

吹出口 

クールチューブ状況 

外気取り入れ口 
図2 クールトレンチ・クールチューブ敷設概要図 

写真2 クールトレンチ・クールチューブ敷設状況 
トレンチ、チューブ接続箇所 

表1 外気比エンタルピー及び外気負荷（ｗ） 

外気 

冷風機 

クールトレンチ クールチューブ 

① 

②→ 

（比エンタルピーは空気線図より求めた） 

冷風機 

吹出口 

格納庫 

冷風 

格納庫 庁舎 

※各月の温度等の平均は24時間平均値 



 

 

 
図３ 外気、トレンチ、地中温度等の時間変動 

 

４． 太陽熱温水器 

太陽熱温水器は、太陽光に含まれる赤外線を熱として利

用することで水を温め貯湯し給湯する蓄熱式の給湯器で、

住宅では一般的であるが、給湯使用量が少ない事務庁舎で

はあまり採用していない。当該施設は、３６５日２４時間

体制の施設であり、日々、シャワーの利用が見込まれるこ

とから採用した。 

 

(１)太陽熱温水器設置状況 

障害物などで日陰にならないよう庁舎屋上へ設置した。

太陽熱温水器及び屋上温水操作部の設置状況を写真３に

示す。 

           

 

写真３ 太陽熱温水器及び屋上温水操作部の設置状況 

 

（２）水温、使用量などの測定点 

太陽熱温水器の有効性を検証するため使用給湯量、燃

料使用量、太陽熱温水器入口の水温の測定を行った。また、

太陽熱温水器についても今回初めての採用となることから、

日射量、外気温度、給湯温度などを測定し、その変動傾向

を示す。図４に系統図及び測定箇所、図５に外気温度、日射

量及び温水温度等の変動傾向を示す。 

 

５．効果 

当該施設では、設計上、1 日のシャワーの平均使用人数とし

ては７人、給湯使用量としては３５０Ｌ/日を想定したうえで、

太陽熱温水器は温水をタンクに貯めて使用するため、衛生

面などを考慮して１日で使い切るように２００Ｌのタンクの機

器を設置した。太陽熱温水器入り口側の各月の平均給水温

度から太陽熱温水器を用いなかった場合に、シャワーに使

用する給湯すべてを瞬間湯沸器で利用した場合の給湯量

及びそれに係るガス消費量を算出した。ガスの年間使用量

が約１４０ｍ３となり、実使用量の５０ｍ３と比べると、約９０ｍ３の

年間ガス使用量が低減できたものと想定する。月毎の平均

給水温度、想定ガス消費量等を表２に示す。夏・冬を問わず

通年を通して低減効果が出ていることがわかる。 

また、図５に示すとおり、日射量については各月でばらつ

きがあるものの、給湯温度（最高値）については日射量と同

様な変動を示している。 

 

 

 
 

 

 

太陽光熱温水器 屋上温水操作部 

13.06.29 

図４ 系統図及び測定箇所 

 

図５ 外気温、日射量、温水温度の年間変動 

表２ 平均給水温度及び給湯量 



 

 

６．結果 
 
(1) クールトレンチについて 

（ａ）取り入れ外気温湿度及びクールトレンチ通過後の冷風

機取り入れ外気温湿度の計測から、熱エネルギーを算出す

ることで、外気負荷の低減効果について確認ができた。表１

から冷房期間の５月～１０月における比エンタルピーの平均

は、約４％の低減効果となっている。低減効果がもっとも高

い６月、７月については、約１０％程度の低減が確認でき

た。 

（ｂ）地中温度、クールトレンチ・クールチューブ内温度、外

気温度から、取り入れ外気温度の低減に効果があることが

確認できた。設計上、外気温度より１℃程度の低減を見込ん

でいたが、図３のとおり日の最高で５℃の低減が確認でき

た。 

（ｃ）冷房期間中である１０月やその他の月の温湿度の条

件によっては、クールトレンチ内の比エンタルピーが取り入

れ外気より大きくなり、熱負荷が増えることがあることが確認

できた。 

 

(2) 太陽熱温水器について 

（ａ）水温、使用水量及びガス消費量を計測し、太陽熱温

水器を用いた場合と、用いない場合のガス消費量を比較し、

年間で約９０ｍ３の低減効果が確認できた。 

 

７．今後の取り組み（課題） 
 

営繕課では、環境配慮型官庁施設（グリーン庁舎）の

整備、環境保全性に関する性能を向上させる改修（グリ

ーン改修）を積極的に進めている。今回、自然エネルギ

ーの利用のため、クールトレンチ・クールチューブ、

太陽熱温水器を沖縄における官庁施設で初めて採用し

た。その効果を検証するために、温湿度及び光熱水使

用量などの計測を実施し、計測データから、クールトレ

ンチ・クールチューブと太陽熱温水器の環境負荷低減の

有効性について確認できた。 

クールトレンチ・クールチューブについては、温湿度

の外気の条件によっては、機器の運転について、ダンパ

ー（外気取り入れの制御を行う）の開閉などを行う必要が

ある。今回のように、冷風の送風が必要な整備員の作業環

境確保のための設備として、環境負荷及び取り入れ外気温

度の低減など有効であったと考えるが、年間を通した空気

環境の整備を行う空気調和設備において採用する場合に

は、空気条件、施設の使用・運営状況及び有効な運用条件

等の詳細な検討が必要と考える。 

太陽熱温水器については、太陽熱温水器から供給される

湯と水道水とを混合して適正な温度として活用を行うと

き、水温によっては、ガス給湯器の追い炊きが必要になる。

今後、運転状況を確認し、より有効な運用が図れるよう検

討していきたい。 

今後、機器の運用により有効に負荷低減が図れるよう、施

設保全に関する実施指導等を活用して取り組みを行っていく。

また、県内における採用事例の一つとしてデータの収集等を

継続し、今後の施設整備に活用されるよう取り組みを行って

いく。 
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